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「令和６年度（2024年度）農業･農村の動向等に関する年次報告」の概要 
 
 

令和７年(2025年)６月 
農    政    部 

 
 
１ 趣 旨 
 北海道農業・農村振興条例第４条に基づき、令和６年度（2024年度）における農
業・農村の動向及び農業・農村の振興に関して講じた施策について報告する。 
 
 
２ 構 成 
 第１部 北海道農業・農村の動向 
  第 １ 章 北海道農業・農村を取り巻く情勢 
  第 ２ 章 北海道農業・農村の概要 
  第 ３ 章 農業構造 
  第 ４ 章 主要農産物の生産の動向 
    第 ５ 章 環境と調和した農業の動向 
    第 ６ 章 農業・農村の基盤整備と技術の開発・普及 
  第 ７ 章 食の安全・安心と農産物の流通・加工 
  第 ８ 章 農業経営の動向 
   第 ９ 章 農業関係団体の動き 

第 10章 活力ある農村と道民理解 
 

 第２部 農業・農村の振興に関して講じた施策 
  Ⅰ 施策の基本方針と施策の重点 

Ⅱ 農業・農村の振興に関して講じた施策 
 
 

３ 概 要 
〔第１部 北海道農業・農村の動向〕 
 
第１章 北海道農業・農村を取り巻く情勢 

 
本道農政に関するトピックス 

 
○ 食料・農業・農村基本法の改正と新たな基本計画の策定 
・ 食料・農業・農村基本法の一部を改正する法律が、令和６年（2024年）６
月５日に施行され、改正基本法に基づく初の食料・農業・農村基本計画が令
和７年（2025年）４月11日に閣議決定。 

・ 新たな基本計画は、改正基本法の基本理念の実現を図る観点から施策の方
向性が示されたほか、初めて北海道が「主要穀物などの主産地」として明記
されるとともに、平時からの食料安全保障を実現する観点から、初動５年間
で農業の構造転換を集中的に推し進めることとされている。 

 
 ○ 米の品薄と価格上昇 

・ 高温などの影響による令和５年（2023年）産米の精米歩留まりの低下や南
海トラフ地震臨時情報等の影響によるスーパーでの米の購買量の増加など
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により、令和６年（2024年）は、全国的に品薄の状況。 
・ 令和６年（2024年）産米の収穫量が前年より増加した一方で、集荷の大部
分を担う全農系や全集連系の集荷量が前年より減少するなど、米の供給が滞
ったことにより、相対取引価格が過去最高。 

・ 国は、米の流通の目詰まりを解消し、円滑な流通を確保するため、政府備
蓄米の売り渡しを実施。 

 
○ 新たなクリーン農業推進計画の策定 
・ 農業を取り巻く社会情勢の変化や、環境と調和のとれた食料システムの確
立などを基本理念とする改正基本法を踏まえ、令和７年（2025年）３月に「北
海道クリーン農業推進計画（第８期）」を策定。 

・ この計画では、安定生産と環境負荷低減の両立やクリーン農業に対する理
解醸成などを柱として掲げ、クリーン農業が北海道農業の標準的な取組とし
て、更に拡大することを目指し、各般の施策を推進することとしている。 
 

○ 食品ロス削減の推進に関する条例の制定 
・ 令和７年（2025年）３月、様々な道民が一体となって食品ロス削減への理
解と行動の後押しを積極的に行うため、道議会の全会派が共同して提案した
「北海道食品ロス削減推進条例」が制定。 

・ この条例では、食品ロス発生削減に関する目標を定めることが明記された
ほか、毎年10月24日から30日までを「食品ロス削減週間」と設定。 
 

食料需給をめぐる動き  
 
○ 世界の食料需給 
・ 世界人口が開発途上国を中心に増加する中、経済成長の鈍化を反映し
て、世界の食料需要の伸びは鈍化することが見込まれているが、地球温
暖化などの気候変動が食料供給に影響を及ぼす可能性があり、食料の供
給は中長期的に逼迫することが懸念。 

・ ウクライナ情勢の緊迫化などにより、食品原材料や農業生産資材の価
格高騰、原料供給国からの輸出規制など食料安全保障上のリスクが増大。 

 
○ 我が国の食料需給構造の変化 
・ 単身世帯や共働き世帯の増加などにより、食の外部化・簡便化の進     
 展とともに、生鮮食品や外食への支出割合が減少する一方、調理 
食品や加工食品への支出が増加。 

 
○ 国際貿易交渉の動き 
・ 我が国は、ここ数年でＣＰＴＰＰを始めとする経済連携協定を相次いで締 
 結し、発効に至っており、現在、コロンビアやトルコ、バングラデシュとの 
ＥＰＡ、中国と韓国とのＦＴＡが交渉中。 

  ・ ＣＰＴＰＰについては、令和６年（2024年）12月に英国が加盟したほか、 
中国、台湾、エクアドル、コスタリカ、ウルグアイ、ウクライナ及びインド 
ネシアが加入を申請。 
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第２章  北海道農業・農村の概要  
 
○ 本道農業の特徴と地位 
・ 令和６年（2024年）の１経営体当たりの経営耕地面積は34.1haで都府県平

均の13.6倍、乳用牛飼養１戸当たりの飼養頭数は159頭で同2.2倍。 
 
■ 本道と都府県の経営規模の比較（令和６年（2024年）） (単位：ha、頭) 

区     分  北海道(A)  都府県(B) (A)/(B)(倍) 

 経営耕地面積(１経営体当たり)  34.1  2.5  13.6 
 乳用牛飼養頭数(１戸当たり) 158.9 73.0  2.2 

 
・ 令和５年（2023年）の農業産出額は１兆3,478億円で、全国シェアは14.1％。

乳用牛4,781億円（全国シェア52.9％）、野菜2,489億円（同10.7％）が都道
府県別で第１位と、主要部門の多くで上位。 

 
 

第３章  農業構造 
 
  ○ 農業経営体数と就業構造 

・ 令和６年（2024年）の農業経営体数は３万1,200経営体で、前年に比べ1,100
経営体（3.4％）減少。大宗を占める個人経営体のうち主業経営体は１万9,800
経営体。 

・ 令和６年（2024年）の個人経営体の基幹的農業従事者数は６万5,200人で、 
65歳以上が全体に占める割合は48.3％。 

 
■  農業経営体数と基幹的農業従事者数の推移  （単位：経営体、人、％） 

区   分
 北 海 道 

R5年 R6年 
農業経営体数        32,300        31,200 
 
 

うち 個人経営体数         27,600         26,600 
 うち 主業経営体数  20,600      19,800 

構成比          74.6           74.4 
基幹的農業従事者数(個人経営体)        67,600         65,200 
 
 

うち 65歳以上        27,600         31,500 
構成比          40.8           48.3 

 
○ 認定農業者 
・ 令和６年（2024年）の認定農業者数は２万6,973経営体で、離農などによ

って、前年より526経営体減少。また、法人経営体の数は3,956経営体で、近
年増加傾向で推移。 

 
○ 農業法人 
・ 令和６年（2024年）１月の農地所有適格法人数は4,122経営体。このうち、

農産物の加工・販売や農作業の受託などの関連事業に取り組む農地所有適格
法人は938経営体と全体の２割。 
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○ 新規就農者 
・ 新規就農者は、令和５年（2023年）は407人で、過去最低。このうち新規

学卒就農者は123人、Ｕターン就農者は159人、新規参入者は125人で、農家
出身者が全体の約７割。 

 
○ 女性農業者 
・  令和６年（2024年）の女性農業者数は30,700人で、農業従事者数の約45％。 

 
  ○ 担い手を支える多様な人材 

・   令和６年（2024年）の農業分野における在留資格が「特定技能」の外国人
数は3,103人と増加。 
 

  ○ 営農支援組織 
・ コントラクターは、令和５年度（2023年度）で334組織。 
・ ＴＭＲセンターは、令和５年度（2023年度）で89組織。  
・ 酪農ヘルパー利用組合は、令和６年（2024年）で85組織。道東・道北の酪

農専業地帯のほぼ全ての市町村で設立。 
 

  ○ 担い手への農地の集積・集約化 
・ 認定農業者等の担い手に集積された農地面積は、令和５年度（2023年度）

で104万７千haとなり、耕地面積に占める割合は91.8％で、平成28年度（2016
年度）以降90％を超えて推移。 

 
 

第４章  主要農産物の生産の動向 
 
  ○ 稲作 

・ 令和６年産（2024年産）の米の作付面積は９万5,000haで、前年産に比
べ1,700ha増加。このうち主食用米の作付面積は８万3,700haで、前年
産に比べ1,200ha増加。作況指数は103の「やや良」。 

・ 米の食味ランキングでは「ななつぼし」、「ゆめぴりか」が最高ランクで
ある「特Ａ」を獲得するなど、北海道米は全国的にも高い評価。 

 
○ 畑作 
・ 近年、小麦の作付面積は、令和２年産（2020年産）から増加に転じ、令和

６年産（2024年産）は13万2,000ha、収穫量は71万4,200トンで、前年産に比
べ2,900トン減少。 

・ 大豆は、価格が安定して推移していることなどから、増加傾向で推移して
おり、令和６年産（2024年産）の作付面積は４万6,800ha、収穫量は13万2,400
トンで、前年産に比べ16,800トン増加。 

・ 馬鈴しょの作付面積は、旺盛な需要への対応などで令和４年産（2022年産）
から増加に転じており、令和６年産（2024年産）は４万8,700haと増加した
ものの、収穫量は187万トンで、前年産に比べ4万6,000トン減少。 

・ てん菜の作付面積は減少傾向で推移しており、令和６年産（2024年産）は 
４万8,900haと前年産に比べ2,300ha減少したものの、収穫量は348万5,000ト
ンで、前年産に比べ8万2,000トン増加。根中糖分は褐斑病の多発により
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15.7％で平年を下回ったものの、産糖量は54万トンと前年産に比べ９万トン
増加見込み。 
 
■ 主な農作物の作付面積・収穫量の推移      (単位：ha、トン、％) 

区 分
  作付面積   収 穫 量 

R5年産 R6年産 増減率 R5年産 R6年産 増減率 
水 稲  93,300 95,000 1.8 540,200 562,400 4.1 
小 麦 132,300 132,000 ▲ 0.2 717,100 714,200 ▲ 0.4 
大  豆 45,300 46,800 3.3 115,600 132,400 14.5 

馬鈴しょ 48,500 48,700 0.4 1,916,000 1,870,000 ▲ 2.4 
てん菜 51,200 48,900 ▲ 4.5 3,403,000 3,485,000 2.4 

 
○ 園芸 
・ 野菜の作付面積は、近年、減少傾向で推移し、令和５年（2023年）は４万
8,925haと、前年に比べ912ha減少。 

  ・ 切花類の作付面積は減少傾向で推移しており、令和５年（2023年）は394ha 
と前年より５ha減少し、出荷量は１億280万本で、前年に比べ290万本 
減少。 

・ 果樹の栽培面積は、近年、ほぼ横ばいで推移しており、令和６年（2024年）
は3,030haと前年より20ha減少。近年、ワイナリーの設立が増えており、令
和７年（2025年）３月の道内のワイナリー数は10年前の約３倍の71か所で、
醸造用ぶどうの作付けも拡大。 

 
 ○ 畜産 

・ 生乳は、生産抑制の見直しなどにより、令和６年度（2024年度）の生産量
は426万トンで、前年度に比べ９万トン増加。 

・ 令和５年度（2023年度）の牛肉の枝肉生産量は、９万9,200トンと全国１
位で、全国シェア19.8％。そのうち、肉専用種が8,600トンで、乳用種が９
万600トンと、道内生産量の91.3％が乳用種。 

 
第５章  環境と調和した農業の動向 
 
○ みどりの食料システム戦略とゼロカーボン北海道の実現 
・ 令和９年度（2027年度）を目標に農林水産省の全ての補助事業に対して、

最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践を義務化するクロスコンプライ
アンスを導入することとし、令和６年度（2024年度）から試行的に実施。 

 
○ クリーン農業・有機農業 
・ 令和６年度（2024年度）のYES!clean表示制度に取り組む登録生産集団は、

215集団で、水稲、馬鈴しょ、トマト等の49品目を生産。 
・ 有機ＪＡＳ認証を取得している有機農業者の取組面積は、令和５年度

（2023年度）で9,222haと全国の49％を占め、全国１位。 
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第６章  農業・農村の基盤整備と技術の開発・普及 
 
○ 農業・農村の整備 
・ 「北海道農業農村整備推進方針」に沿って、「農地」、「農業用水」、「農

業用施設」、「自然環境」、「農村景観」の５つの地域資源が有機的に結び
付き、良好な状態に保たれるよう保全及び整備を推進。 

  
○ 農業技術の開発・普及 
・ 道総研農業研究本部は、令和６年度（2024年度）の研究成果として、新 
 品種では、コムギ縞萎縮病抵抗性に優れた新品種「きたほなみＲ」を開発。 
・ 新技術では、テンサイ褐斑病抵抗性極強品種に対応する省力的な防除体系
を明らかにするとともに、露地野菜の収穫作業を省力化するコンベヤキャリ
ア式収穫体系、衛星リモートセンシングを活用した排水不良域の推定手法、
子実用とうもろこしの有機栽培に最適な窒素施肥法や雑草抑制法等を開発。 

・ 道内では、大規模経営を中心にＧＮＳＳガイダンスシステムを用いたトラ 
クター等の導入が増えており、国内向けの約６割が本道に出荷。搾乳ロボッ 
トは、令和６年（2024年）には、503経営体で1,175台が導入。 

 
 
第７章  食の安全・安心と農産物の流通・加工 
 
  ○ 道産農産物・食品の販路拡大と輸出 

・ 本道から海外に輸出された農産物等の輸出額は、令和６年（2024年）で総
額56億円と前年に比べ２億円増加。  

・ 品目別では、ながいもが16億409万円、米が12億8,862万円、ＬＬ牛乳等が
９億9,715万円、豚肉が６億1,473万円、牛肉が４億1,799万円、たまねぎが
１億797万円と、この６品目で輸出総額の約91％。米は、日本食ブームの浸
透や、米国や欧州での作付減少による代替需要を取り込んだことなどにより
増加した一方、たまねぎは高温等の影響で輸出量が減少。 

 
 ○ 地域資源を活かした６次産業化の推進 

・ 令和４年度（2022年度）の農業生産関連事業体の数は2,700件と全国の 
  4.6％を占め、年間販売総額は1,638億円と全国の7.5％を占める。取組内容 
の多くは農産物直売所や農産物の加工。 

 

 

第８章  農業経営の動向 
 
  ○ 営農類型別農業経営の動向 

・ 令和５年（2023年）の水田作経営の個人経営体１経営体当たりの農業粗収
益は1,933万円。農業経営費は1,562万円。農業所得は371万円。 

・ 令和５年（2023年）の畑作経営の個人経営体１経営体当たり農業粗収益は
4,855万円。農業経営費は4,006万円。農業所得は849万円。 

・ 令和５年（2023年）の酪農経営の個人経営体１経営体当たり農業粗収益は
１億13万円。農業経営費は9,201万円。農業所得は812万円。 
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■ 農業経営収支の概要(個人経営体１経営体当たり)(単位：千円、％) 

区  分
 水田作経営 畑作経営 酪農経営 

R4年 R5年 R4年 R5年 R4年 R5年 

農業所得 2,493 3,706 9,353 8,492 7,219 8,124 
 
 
農業粗収益 16,146 19,327 47,451 48,549 94,791 100,129 
農業経営費 13,653 15,621 38,098 40,057 87,572 92,005 

農業所得率 15.4 19.2 19.7 17.5 7.6 8.1 
 
  ○ 農業生産資材の動向 

・ 令和２年（2020年）を100とした農業生産資材総合の価格指数は、令和６ 
年（2024年）は120.7で、肥料や飼料、光熱動力等の価格が高止まりして 
いることから、前年に比べ0.6ポイントの低下。 

・ 配合飼料や肥料の価格は、令和６年度（2024年度）においても、輸入原料 
価格の高止まりなどにより高水準。 

 
 
第９章  農業関係団体の動き 
 
 ○ 農業協同組合 

・ 令和７年（2025年）３月末で、総合農協数は98組合。 
・ 令和５事業年度（2023年事業年度）における総合農協の正組合員数は５万

5,435人で、前事業年度に比べ1,387人減少。 
 

  ○ 農業共済組合 
・ 本道の農業共済事業は、道内一円を区域とする北海道農業共済組合と国の

２段階の体制で運営。 
・ 道内の収入保険加入者は、令和６年（2024年）が6,400件で、前年に比べ

391件増加。 
 

 ○ 土地改良区 
・ 令和７年（2025年）３月末で土地改良区数は71区となっており、公共的な

組織としての機能を発揮するため、組織運営基盤の強化を推進。 
 

 ○ 農業委員会・農業会議 
・ 169市町村に170の農業委員会が設置。農業委員数は2,356人で、前年に比

べ９人減少。農地利用最適化推進委員数は103人で、前年に比べ１人増加。 
 
 

第10章  活力ある農村と道民理解 
 
  ○ 農業・農村の多面的機能の発揮 

・ 多面的機能支払制度により、令和６年度（2024年度）は、154市町村の696
組織で農地法面の草刈りや水路の泥上げ等の基礎的保全活動に加え、水路、
農道等の施設の軽微な補修や農村環境の保全などの取組を実施。 

・ 中山間地域等直接支払制度により、令和６年度（2024年度）は、98市町村
で316の協定が締結されおり、耕作放棄の防止や景観作物の作付け、集落協
定の広域化、機械や農作業の共同化などの取組を実施。 
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  ○ 農業・農村とのふれあいの場の提供 
・ 道内では、農林漁業者を含む多様な主体が地域ぐるみで連携して、豊かな

自然やおいしい食、農林漁業や地域の歴史・文化などを提供する「農村ツー
リズム（農たび・北海道）」の取組が各地で実施。 

 
○ 愛食運動の展開 
・ 道内における地産地消を一層推進するため、毎月第３土曜日、日曜日を「愛

食の日」とし、ロゴマークを使用した普及啓発活動を展開。購買を促進する
ため、量販店等の流通関係者と連携して「どんどん食べよう道産ＤＡＹ」を
ＰＲ。 

・ 令和６米穀年度（令和５年（2023年）11月から６年（2024年）10月）の北
海道米の道内食率は88％となり、13年連続で目標の85％を達成。 

・ 食品ロスの削減に向けて、「どさんこ愛食食べきり運動」や「どさんこ食
べきり協力店制度」など、「北海道食品ロス削減推進計画」に基づく取組を
推進。 

 
  ○ 農業・農村への道民理解 

・ 都市住民との交流活動に意欲的な農業者が営む「ふれあいファーム」は、
令和７年（2024年）３月末で608農場が登録。 

 
 

〔第２部 農業・農村の振興に関して講じた施策〕 
 
  ○  令和３年（2021年）３月に「第６期北海道農業・農村振興推進計画」 

を策定し、農業・農村の「めざす姿」の実現に向けた施策を総合的に推進。 
 

１ 持続可能で生産性が高い農業・農村の確立 

・ 持続可能な本道農業の確立のため、スマート農業の効果を最大限発揮させる農地の

大区画化や需要に応じた生産に対応する排水対策など、農業者が必要な農業生産基

盤の整備に積極的に取り組めるよう、道と市町村が連携し農家負担を軽減。 

・ スマート農業技術の生産現場への着実な導入と全道への普及拡大を図るため、実証

成果などの情報提供や専門知識を有する地域人材の育成、地域の営農体系に適した

先端技術の導入を支援。 

・ 小麦商品の原料を、海外産小麦から安全･安心で良質な道産小麦への置き換えを図

るため、更なる生産性の向上や新たな品種の導入に向けた取組、専門学校生等を対象

とした理解の醸成に向けた取組を推進。 

・ 産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーシ

ョンや営農技術の導入等による生産性向上や増産を支援。 

 ・ 加工向け新品種「そらきらり」の普及や、酒米、米粉用米といった多様なニーズに

対応した北海道米の生産拡大と需要拡大に向けた取組を推進。 

・ 水田・畑作･野菜･果樹等の産地の競争力強化のため、農業者等が行う高性能な機

械・施設の導入や栽培体系の転換等に対して総合的に支援。 

・ 道産肉用牛の生産振興のため、高騰する飼料コストの削減が期待できる早期肥育の

導入やブランド力向上に向けた取組を支援。 
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・ 北海道和牛のブランドの確立と競争力の強化のため、ゲノミック評価技術を活用し

たトップエリート牛群づくりに対する取組を支援。 

・ 良質な自給飼料の生産と利用拡大を図るため、稲発酵粗飼料の利用拡大や草地の植

生改善、耕畜連携の取組などを推進。 

・ みどりの食料システム戦略の実現のため、有機農業の産地づくりやモデル的先進地

区の取組を支援。 

・ ゼロカーボン北海道の実現に向けて、Ｊ－クレジット認証取得促進のためのモデル

実証等を実施。 

 ・ クリーン農業の一層の普及拡大を図るため、消費者や生産者への啓発や地域条件

に即した栽培技術指導に取り組むとともに、YES!clean表示制度の円滑な運用や普及

啓発の取組を支援。 

・ 野生鳥獣による農作物等の被害の防止・軽減を図るため、地域協議会等が主体とな

って取り組む計画的な捕獲･追い払い、農用地への侵入防止策の整備など、総合的な

鳥獣被害対策を支援。 

 

２ 国内外の需要を取り込む農業・農村の確立 

・ 北海道米の消費拡大と高い水準での道内食率の維持を図るため、家庭用を中心とし

た主食用米の需要確保の取組を推進。 

・ 「冬季無加温栽培」で生産される「ちぢみほうれんそう」や「ケール」、「こまつ

な」などの葉物野菜や、都府県産のない端境期に北海道で生産される「伏せ込みアス

パラガス」などを「新顔冬野菜」として、生産と需要の拡大を一体的に推進するため、

先進事例調査や産地事例集の作成、北海道どさんこプラザでの催事販売や、北のめぐ

み愛食レストラン等に認定している道内飲食店等での特別メニューを提供するフェ

アの開催などを実施。 

・ 道産農畜産物の輸出拡大に向け、産地の機運醸成・育成に取り組むとともに、商流

の拡大、有望市場の開拓のための取組を実施。 

・ ６次産業化などの農林漁業者等が行う多様な地域資源を活用した付加価値を創出

する取組を推進するため、北海道６次産業化サポートセンターを設置・運営し、６次

産業化に取り組む農林漁業者等を支援するとともに、人材育成研修会の開催や施設

等整備を支援。 

  

３ 多様な人材が活躍する農業・農村の確立 

・ 企業の農業参入と定着に向け、相談体制・掘り起こしの強化を図るとともに、参入

事例の周知を実施。 

・ 次代の本道農業を担う多様な担い手の育成・確保を図るため、後継者はもとより､

新規参入者など意欲と能力のある新規就農者の確保などの総合的な対策を実施。 

・ 農業における雇用人材の確保と定着を図るため、良質な雇用環境整備に向けた意識

啓発や求職者と雇用先とのマッチング、重点地域の活動を支援。 

・ 就農に向けた研修資金の交付、就農直後の経営確立に資する資金の交付や機械・施

設等導入への支援、農業研修や就農相談体制の充実を図る取組を支援。 

・ 多様な人材の農業現場での活躍に向けて、外国人材の受入に関する職場環境や生活

環境の整備に係る農業者側の理解向上を図るなど、働きやすい環境づくりに向けた
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取組を推進。 

・ 農業の担い手を支える人材の確保と農業経営の成長に繋がる農福連携を推進する

ため、現場で求められる高度な専門人材を育成し、農業現場への派遣を実施。 

 

４ 道民の理解に支えられる農業・農村の確立 

・ 第５次北海道食育推進計画に基づき、地域のネットワークを強化し、道民運動とし

て食育を推進するとともに、「どさんこ愛食食べきり運動」を全道的に展開し、食品

ロスの削減を実施。 

・ 食料安全保障に貢献する本道農業の役割等について、道民理解を促進するための 

取組を支援するとともに、農業系高校生と連携した情報発信を実施。 

・ 農村ツーリズムの受入体制の強化を図るため、北海道農泊推進ネットワーク会議を

活用して情報交換するなど、地域間の連携を強化するとともに、受入農業者等の意欲

向上を目的とした研修会を開催。 

 

５ 地域農業・農村の「めざす姿」に向けた主な取組 
（１）空知地域 

① 水稲を基本とした複合経営の確立と農家所得向上 

・ 高品質な空知産米の安定生産に向けた技術指導や研修会等を実施。 

・ 北海道四季マルシェで「空知フェア」を夏と秋に開催したほか、（株）セイコー 

マートの出前講座により販売戦略を学んだ岩見沢農業高校の生徒が自ら花束やＰ 

ＯＰ等を企画・立案し「そらちの花」を販売。 

・ 水稲直播栽培や高密度播種栽培など、低コスト・省力化技術の普及を推進。 

・ 「空知型輪作」や野菜・花き等を含めた複合経営を推進するため、各作物の高位 

安定生産に向けた技術指導を実施。 

② 担い手の育成と多様な人材の確保 

・ 道総研花・野菜技術センターで管内指導農業士等から新規就農者に対し施設園 

芸における暑熱対策、連作障害対策を学ぶための研修会を開催。 

・ 体験会や関係者会議、視察を行うなど農福連携の定着に向けたサポートを実施 

するとともに、「空知版農福連携取組事例集」を作成。 

③ 空知農業を支える基盤整備とスマート農業の推進 

・ スマート農業の推進に向けたほ場の大区画化など農地整備事業（経営体育成型 

等）を計画的に実施。 

   ・ 管内の農業関係機関・団体が構成員となっている「空知スマート農業推進協議

会」において、シンポジウムの開催やアーカイブの作成などにより、先進的な技

術の情報共有・普及。 

④ 持続可能で活力に満ちた農村の確立 

・ 管内関係機関に北海道農泊推進ネットワーク会議への参画を呼びかけ、農泊地 

域のネットワークの構築。 

・ 農業・農村の多面的機能な農地の維持や地域資源の質的向上のための協同活動 

を支援。 

（２）石狩地域 

① 担い手や多様な人材の確保の取組 
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・ 女性農業者が効率的で省力化された農業経営に携わり仕事の幅を広げていくこ 

と等を目的に、農機具メーカー協力のもと「女性農業者へのスマート農業技術に関

する運転操作等体験研修会」を開催。 

・ 農業に関心のある方々を対象に、農業体験や就農相談の機会を提供し、具体的な 

就農イメージを抱くことができるよう「いしかり農業体験ツアー」を管内各所で開

催。 

・ 新規就農者の定着を目的に指導農業士・農業士会と連携し、新規就農者のための 

情報交換会を開催。 

② 都市近郊農業を活かした取組 

・ 地産地消や石狩農業の特徴の発信、直売所の活性化などを目的に、野菜ソムリエ 

と連携し、８月31日の「野菜の日」にイベントを開催し、農産物のクイズ・説明、

試食提供の他、野菜ソムリエ考案レシピの野菜セット販売などを実施。 

・ 石狩管内農畜産物の知名度向上や消費拡大、若い世代への地産地消の理解・浸透 

のため、シェフや飲食店勤務を目指す学生が在籍している調理専門学校と連携し、 

農業体験や地場産品を活かした調理レシピ発表会などを行う「石狩の『食』をつな 

ぐ次世代サポーターづくり授業」を開催。 

・ 地産地消の重要性や多種多様な食材の産地である石狩を一般消費者に知っても 

らうため、「さっぽろぐるめぐりエイト2024」を７、８月に道庁赤れんが旧庁舎前 

庭でホクレン札幌支所と共催。全８回の開催の中で、石狩管内の市町村や農業協 

同組合から協力を得て生まれた、米とブロッコリーを主軸にしたおむすび「いし 

かり８」を試食配付するとともに、管内外食店等の監修による地元食材を使用し 

た料理をキッチンカーで販売するなど、地域と連携して「食材の宝庫 いしかり」 

をＰＲ。 

（３）後志地域 

① 多様な担い手や人材の確保・育成 

・ 新規就農者等の知識・技術の向上と交流を深めるため、農業お悩み相談会を開 

催。 

・ 若手農業者の技術習得と交流を図ることを目的に、専門的な研修を行うための 

農業ゼミナールを開催。 

② 生産基盤等の整備と生産性・作業性の向上 

・ 農地の大区画化や農業用水利施設の更新・長寿命化等の農業農村整備事業を計 

画的に推進。 

   ・ 管内のスマート農業の普及に向けて、環境モニタリング調査を実施し、測定デ 

ータを使用した栽培管理のため農業者育成のため現地意見交換会を実施。 

・ ジャガイモシストセンチュウまん延防止に向けた取組として、農業協同組合の 

要請により種馬鈴しょほ場での自主検査の協力。 

③ 高付加価値化農業の推進 

・ 倶知安農業高校（馬鈴しょ）、留寿都高校（馬鈴しょ）のＪＧＡＰ認証取得を 

支援。 

・ 農産物の販売活動におけるマーケティングや農業者の資質向上、地域間連携の 

促進を目指すことを目的とした「マーケティング講座inしりべし」を開催。 

④ 鳥獣被害防止対策 
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・ 鳥獣被害防止総合対策事業等を活用して、18市町村、５漁業協同組合の23の事 

業実施主体と連携し、被害防止対策を実施。 

（４）胆振地域 

① 農業所得の向上 

・ スマート農業の普及推進のため、市町及び農業関係団体を対象に、管内における 

導入事例や課題を共有し、地域への円滑な普及と定着を促進するため「いぶりスマ 

ート農業推進会議」を開催。 

・ 担い手への農地集積・集約化や、生産性向上・高収益作物転換促進につながる農 

地の大区画化・汎用化のための農業生産基盤整備を実施。 

・ 10月、厚真町の養鶏場で高病原性鳥インフルエンザが発生し、約２万羽の殺処分 

等の防疫措置。管内の市町及び関係団体の協力や事前に演習を実施していたこと 

により、計画より１日早く農場における防疫措置を終了。 

② 安定した担い手・人材の確保 

・ イオンモール苫小牧にて、管内市町等と連携し、新規就農・法人雇用確保に向け 

て相談ブースを設け、就農相談等を行う「いぶり農業フェア」を開催。 

・ 新規参入者の定着促進に向けた情報発信のため、管内の就農・移住情報をまとめ 

たパンフレット「胆振で定住 農のあるくらし」などを用いて、管内農業法人と連 

携して「北海道新規就農フェア」に参加。 

・ 農村集落の環境整備や多面的機能を支える共同活動への支援など、集落機能の 

維持向上につながる取組を実施。 

③ いぶり農業の魅力発信 

・ 管内の高校や調理師専門学校の生徒を対象に、胆振農業に関する講義や胆振産  

の農産物を利用した調理実習を内容とする出前授業を実施。 

・ 管内有名シェフ監修のもと作成した「豆類の楽ちん簡単レシピ」を用いた親子食 

育イベントの開催や生活協同組合主催の「食べる・たいせつフェスティバル」に出 

展するなど、胆振農業の魅力や農産物のＰＲを実施。 

・ 「北海道花の日」に合わせて、生花商組合と連携し、ＪＲ室蘭駅、室蘭広域セン 

タービル、室蘭の商業施設「モルエ中島」で胆振産の花きを使用したアレンジメン 

トを展示し、胆振産の花きのＰＲを実施。 

（５）日高地域 

① 生産力・収益力の高い魅力ある農業の展開 

・ スマート農業を普及・推進するため、酪農におけるフィードステーションや施設 

園芸におけるハウス環境モニタリングシステム、自動巻上装置などの導入を支援。 

・ 管内の有機農業の取組拡大に向けた意見交換等を実施。 

・ 環境モニタリングデータを活用した施設園芸の先進事例調査を実施。 

② 強い馬づくりの推進 

・ 管内の関係機関・団体で構成する「軽種馬生産構造改革推進会議」を開催し、軽 

種馬を生産する経営体の経営安定を図り、強い馬づくりを進めるために様々な課 

題について一丸となって検討。 

・ 日本軽種馬協会と連携し、軽種馬草地管理改善指導等を実施。 

・ 軽種馬産業に係る獣医師を確保するため、管内の軽種馬獣医療関係者と連携し、 

獣医学生のインターンシップの受入れを実施。 
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・ ひだか・ホース・フレンズが実施する軽種馬人材養成により、軽種馬産業に従事 

する人材確保をサポート。 

③ 新規就農者の育成・確保と雇用人材の確保 

・ 担い手の受入体制及び指導力の向上を目的に、管内の指導農業士・農業士を対象 

とした研修会を開催。 

・ 新規就農者の育成及び離農防止を図るため、新規就農者を対象としたネットワ 

ーク構築を目指し、農業者同士の情報交換等を実施。 

・ 社会福祉法人が主催する農福連携セミナーの開催を支援。 

④ 家畜伝染病の発生・まん延防止対策の推進 

・ 高病原性鳥インフルエンザ発生時の円滑な対応のため、行政機関・関係団体など 

と連携した防疫演習を実施。 

・ ヨーネ病対策として、感染牛の摘発・淘汰を行うとともに、地域の関係機関と一 

体となり、清掃・消毒等に対する支援を実施。 

（６）渡島・桧山地域 

① 農業生産基盤の強化と広域的な生産体制の整備 

・ スマート農業技術や高収益作物の導入が容易となるほ場の大区画化や、農地の 

排水対策、パイプライン化など、計画的に農業農村整備事業を実施。   

② 経営の安定化と多様な担い手の育成・確保  

・ 新規就農者向けに「おしま農業のお仕事相談会」を実施。 

・ 道南農業に適したスマート農業技術の実証試験として、トマトの隔離ベット養 

液栽培やＩＣＴを活用した種馬鈴しょ生産の実証を行い、検証結果をセミナーに 

おいて地域で共有。 

・ 農福連携を推進するため、作業指導を行う職業指導員向け勉強会の開催や、長ね 
ぎの出荷調製作業（根切りや外葉取り）やアスパラガスの管理作業（除草や下枝取 
り等）を障がい者が実際に行う「お試し作業体験会」の実施など、段階を踏みなが 

ら推進。 

③ 消費者ニーズを的確に捉えた地域ブランドの確立 

・ 食育や有機農業勉強会の開催、有機農産物の販売や体験イベントによる消費者 
ＰＲを実施。  

・ 地域農産物の魅力を伝える直売・加工情報を発信。 

・ 教育旅行受入のノウハウを地域に広めるため、観光との連携による農業体験セ 
ミナーを開催。 

（７）上川地域 

① 担い手と雇用人材の確保 

・ 農福連携の推進を図るため、市町村や関係機関と連携して作業見学会や体験会 

を開催し、マッチングを支援。 

・ 農福連携実践農家で農福連携の取組への理解と裾野拡大を目的として、就労継 

続支援事業所職員向けに農福連携現地研修会を開催。 

・ 自衛隊の定年退職予定者を対象とした農業体験インターンシップを開催すると 

ともに、定年退職予定者向けの農業ＰＲ講演を行い、農業への関心と就業意欲の 

向上を図った。 

・ 日本政策金融公庫の講演や参加者同士の交流を通じて、農業技術や経営管理技 
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術の向上を図るため、新規就農者等を対象に「上川新農経塾」を開催。 

・ 管内農業系高校の生徒を対象に先進農業者等の視察を実施するとともに、先輩 

農業者による出前授業を実施し、就農意欲の向上を図った。 

② 高収益化の推進 

・ 農業生産基盤整備の計画的かつ効果的な促進を図るとともに、整備済みの農地 

や施設の利活用促進に向けた研修会と、基盤整備に関する理解促進を促すための 

普及啓発イベントを実施。 

・ 麦や大豆の生産性向上に向けた取組やコントラクター組織における機械整備等 

を支援。 

・ 地域政策推進事業を活用し、地域それぞれの課題に応じた、生産性向上・高品質 

化、低コスト・省力化等の取組を総合的に推進。 

・ 冬季無加温ハウスにおける野菜生産の振興に向けて、技術セミナーの開催や生 

産者と飲食店のマッチング支援により寒締めほうれん草とケールを使ったメニュ 

ーを提供する「冬野菜フェア」を開催。 

・ ６次産業化や、新たな販路拡大に取り組む農業者や食関連事業者等のスキルア 

ップを目的に、「かみかわ高付加価値化ステップアップ研修会」を開催。 

・ 家庭でスキムミルクを取り入れる機会が広がるよう、職員有志が作成した「スキ 

ムミルクレシピブック」を各種イベントで配布したほか、留萌振興局や宗谷総合 

振興局と連携して、道北地域の意欲あふれるチーズ工房が製造したナチュラルチ 

ーズを職員に斡旋し、牛乳・乳製品の消費拡大を図った。 

③ 豊かで魅力ある農村の確立 

・ 児童を対象として、地元産のお米で作った米どんに砂糖液を絡めて作る「おこ 

し」づくり体験を実施し、畑作農業の基幹作物で砂糖の原料であるてん菜につい 

て学んでもらい、地産地消を推進。 

・ 「かみかわ有機農業ネットワーク」による現地検討会及び研修会を開催し、有機 

農業の課題解決に資する新技術の情報提供や、ネットワーク会員同士の人的交流 

の活性化に取り組んだほか、消費者に有機農業への理解促進を促すための地産地 

消収穫祭を開催。 

・ 消費者の農業に対する理解醸成を推進するため、上川管内の農業情報を発信す 

る農務課公式Instagram「かみかわの農業（kamikawa_nougyou）」を開設。 

（８）留萌地域 

① 留萌農業を支える多様な担い手の育成・確保 

・ 新規就農者の農業知識・技術の早期習得及び地域を越えた仲間づくりを進める 

「るもい農業基礎ゼミナール」について、令和７年度（2025年度）開講に向けた準 

備を開始。 

・ 管内４Ｈクラブ活動の１年間の成果等を発表する「ファーマーズトーク in Ｒ 

ＵＭＯＩ」を遠別農業高校と連携し開催。 

・ 農業法人の経営安定化に向けた課題解決の一助とする「留萌管内農業法人視察 

研修会」の開催や、ＴＭＲセンターを対象とした「サイレージ研修会」、「留萌管 

内ＴＭＲセンター情報交換会」を開催。 

・ 遠別農業高校生を対象に管内への就農意欲を喚起するため、指導農業士会と連 

携して現地視察研修（農家見学バスツアー）を開催。 
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・ 新規就農者や農業後継者等担い手の確保・育成支援体制等に係る先進的事例に 

ついて、関係機関と共有する場として「るもい担い手対策推進会議」を開催。 

② 収益性の高い魅力ある留萌農業の確立 

・ 水稲の初期生育の向上を目的とする育苗講習会の開催や、低タンパク米生産を 

目指した施肥設計などの基本技術に対する支援のほか、病害虫発生予察に基づく 

適期防除の実施や、省力化技術である水稲直播の栽培管理技術向上の支援を実施。 

・ カットブレーカー等による透排水性改善において、留萌地域農業技術支援会議 

において生育調査等を実施し、効果の確認と実証を実施。 

・ 遠別農業高校のＡＳＩＡＧＡＰの維持審査に向けた支援や、スマート農業の推 

進に向けた勉強会の開催のほか、水田の大区画化などの農業生産基盤整備を実施。 

③ 活力と魅力あふれる農業・農村づくり 

・ 未利用資源（色素用赤じその色素抽出残さ）を活用した家畜飼料化や、ねばり長 

いもの販路確立に向けた生産者と販売者の連絡調整について支援を実施。 

・ 「るもいフラワーデイズ」の取組により、るもい産花きの消費拡大、地産地消を 

推進したほか、東京都世田谷区玉川高島屋アレーナサロンや首都圏のコーチャン 

フォーにて「北海道るもいフェア」を開催し、るもい産農産物をＰＲ。 

（９）宗谷地域 

① 多様な経営体の生産性向上をめざす 

・ 草地の不陸や排水不良を改善することにより粗飼料の品質・生産性を向上させ 

るため、草地畜産基盤整備事業により起伏修正や暗渠排水の整備を実施。 

・ 生乳生産量の維持・拡大のため、畜産クラスター事業により自給飼料生産に係る 

機械導入を支援。 

② 地域と未来を担う人材が活躍する酪農地域をめざす 

・ 多様な人材の確保に向けて、道内外の大学生や地元高校生を対象に、「宗谷酪農 

セミナー」や「高校出前授業」を実施し、地域や農業の魅力をＰＲ。 

・ 新規就農者や雇用就農者、酪農ヘルパー等を対象とした研修会「ＳＯＹＡルーキ 

ーズ☆カレッジ」を開催し、次代の農業を担う多様な人材の育成を図るとともに、 

先輩農業者との懇談の場を設け、地域交流の促進や相談しやすい環境づくりを実 

施。 

・ 農村のさらなる魅力の発掘と発信のため、管内の農業体験交流施設等において 

学生、地域住民、一般消費者を対象に地元産の牛乳を使った乳製品加工体験会を 

開催し、宗谷酪農の魅力をＰＲ 

（10）オホーツク地域 

① 持続可能で先進的な農業の展開 

・ 豆類の新規作付・生産拡大や自給飼料生産拡大のため各種事業の活用等による 

機械導入・施設整備を支援。 

・ 農業団体や各産地が実施するジャガイモシストセンチュウ対策の取組に対する 

支援を実施。 

・ スマート農業機械の導入について、各種事業を活用し支援するとともに、スマー 

ト農業セミナーを開催し、農業者への技術普及を実施。 

   ・ ほ場の区画整理、用排水路整備、農道整備など基盤整備を実施。 

② 経営体を支えるシステムの推進 
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 ・ みどりの食料システム戦略交付金事業を活用し、バイオガスプラント施設の導 

入を支援。 

・ 経営の転換・発展を図ろうとする担い手に対して農業用機械・施設の導入を支 

援。 

③ オホーツクでの新規就農者や農業従事希望者など多様な人材の確保・定着 

・ オホーツク農業協同組合連合会と連携し、東京で開催された株式会社農協観光 

主催「新・農業人フェア」及び株式会社マイナビ主催「マイナビ農林水産ＦＥＳ 

Ｔ：大阪会場」に出展。 

・ 美幌高等学校、大空高等学校で地域の農業法人、穀類乾燥調製貯蔵施設等を視察 

する出前授業を実施。 

・ 「退職予定自衛官の農業分野における職場体験会」や東京農業大学生向けの就 

農セミナーを開催。 

・ 「オホーツク新規就農者対策連絡会議」を開催し、各地域の新規就農対策や就農 

可能地等の情報を共有し、地域の担い手対策の状況や新規就農者に向けた対策等 

について、各市町村、各農業協同組合との意見交換を実施。 

④ オホーツク農業のブランド力向上 

・ 「食べて応援！オホーツクスタンプラリー2024」を実施。（賞品応募総数：道内 

外から230名） 

・ 農業改良普及センターが中心となり、管内農業者向けにオホーツク高付加価値 

化研修会を２回開催。 

・ オホーツク管内産豆類の利用及び消費拡大を目的に「オホーツク・ビーンズセミ 

ナー」、「オホーツク・豆キュンセミナー」の開催とともに「オホーツクフェアin 

チ・カ・ホ（札幌市）」での豆類商品の展示販売を実施し、豆類を中心とした管内 

農産物をＰＲ。 

・ 砂糖の消費拡大とてん菜の知識醸成を目的に、女満別空港到着便の株式会社Ａ 

ＩＲＤＯ航空機内でお菓子の配布。 

（11）十勝地域 

① 多様な人材が活躍する農業・農村 

・ 道立農業大学校の学生を対象とした農福連携現地研修会及び農福連携特別講座 

を開催。 

・ 「あおぞらネット」の活動を通じた農村女性の交流の活性化を支援。 

・ 退職予定自衛官向けインターンシップを実施。 

② 安定的な食料の生産・供給拠点の形成 

  ・ 農業生産の高品質・高付加価値化や低コスト化の推進及び自給飼料生産拡大、 

循環型社会構築のために必要な施設整備等を支援。 

③ ブランド力強化や海外を視野に入れた販路拡大 

・ 有機農業や新顔作物といった十勝管内で特色のある取組を後押しするため、局 

独自事業「とかちの農業推し勝プロジェクト事業」を実施。 

・ 十勝産牛乳・乳製品及び十勝和牛の消費拡大の取組を実施。 

④ 新たな価値を生み出す科学技術等の活用 

・ メタン発酵消化液の畑作利用について、「消化液の有効活用に係る検討会」の開 

催及び実証試験を実施 
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（12）釧路・根室地域 

① 草地型（循環型）酪農の推進 

・ 草地の整備・改良等における施工時期の分散を図るため、道営事業や公社営事業 

における春・秋施工などの平準化を推進するとともに、「根室地域農業技術支援会 

議」において麦類同伴技術の普及に向けて、播種時期別の特徴や留意点をまとめ 

たリーフレットを作成。 

・ 飼料用とうもろこしの安定的確保に向け、釧路農業改良普及センターでは飼料 

用とうもろこしの栽培基礎を取りまとめた資料を作成し普及啓発。 

・ 酪農分野におけるスマート農業技術の導入に向けて、飼料用とうもろこしにお 

ける農業用ドローンを用いた防除作業効果検証のセミナーを開催。 

② 農業農村を支える多様な担い手と人材の育成確保 

・ 担い手や人材の確保を図るため、市町村や農業協同組合と連携し、東京や大阪で 

「根釧独自就農フェア」や「北海道『釧路』農業就業相談会」を開催し、相談対応 

を行ったほか、宮城県の農業系学校を訪問し、ＰＲ活動。 

・ 道内の農業系大学において、酪農に関連する学生サークルを対象に、「酪農につ 

いて聞いてみる相談会」を開催し、酪農の現状や新規就農、雇用就農、酪農ヘルパ 

ー等の農業支援組織への就職等についての相談対応。 

・ 農業法人等を対象として、雇用人材の確保や定着を目的とした釧路管内酪農セ 

ミナーを開催。 

・ Ｚ世代を対象とした酪農への理解や就農意欲の醸成を図るため、農業系高等学 

校と連携し、生徒に対する出前授業や先進酪農家への視察研修を実施。 

③ 高付加価値化の推進と新たな可能性の追求 

・ 「根釧ソフトクリームマップ」や「根釧チーズマップ」をホームページで公開す 

るとともに、｢ソフトクリームチャレンジ｣と称して職員が各地のソフトクリーム 

店を巡る過程をInstagramに投稿するなど、ＳＮＳを活用した消費拡大の取組。 

・ 牛乳・乳製品の魅力を広く発信するため、釧路管内のチーズ工房と菓子店・飲食 

店が連携を図り、工房のチーズを使用したスイーツ等を販売する「くしろチーズ 

＆スイーツフェア」を開催するとともに、対象店舗を巡るスタンプラリーを実施。 

・ ６月の｢牛乳月間｣に合わせた幼稚園と連携した食育体験や、小学生を対象に地 

域食材の牛乳やチーズ等を使用した料理教室を開催。  

・ 和牛受精卵の移植技術（ＥＴ）等を活用した乳牛からの和牛生産の取組を推進す 

るため、優良事例発表会を開催。 


